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(証券コード 2676)

平成28年６月６日

株 主 各 位
東京都新宿区四谷一丁目２番地

高 千 穂 交 易 株 式 会 社
代表取締役社長 戸 田 秀 雄

第65回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第65回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ですが後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封

の議決権行使書用紙に賛否をご表示、同封の保護シールをご貼付のうえ、平成28

年６月27日（月曜日）午後５時30分までに到着するよう折り返しご送付いただき

たく、よろしくお願い申しあげます。

敬　具

記

1. 日 時 平成28年６月28日（火曜日）午前10時（開場午前９時）

2. 場 所 東京都千代田区紀尾井町４番１号

ホテルニューオータニ　ザ・メイン宴会場階　｢鶴東の間｣

(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1.第65期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)事業報

告及び連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結

計算書類監査結果報告の件

2.第65期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)計算書

類報告の件

決 議 事 項

第１号議案：剰余金の処分の件

第２号議案：取締役７名選任の件

第３号議案：監査役１名選任の件

第４号議案　当社株式の大規模な買付行為に関する対応策（買収防衛策）

の継続の件

以　上

－ 1 －

株主各位



2016/05/27 18:26:30 / H5173828_高千穂交易株式会社_招集通知

◎当日ご出席の際は、お手数ですが同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、

下記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

　当社ウェブサイト：http://www.takachiho-kk.co.jp/

－ 2 －
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（添付書類）

事 業 報 告

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

Ⅰ　企業集団の現況に関する事項

1.　事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国の景気減速などを背景に、

輸出・生産など一部に弱さがみられ、個人消費についても消費者マインド

に足踏みがみられるなか、横ばいとなりました。しかしながら、企業収益

が改善を続けるなかで設備投資については、底堅い動きがみられ、全体と

しては緩やかな回復基調がみられました。先行きについては、雇用・所得

環境改善の傾向が続くなかで、各種経済対策の効果などにより、緩やかに

回復していくことが期待されているものの、中国の経済成長鈍化など海外

経済の下振れや原油価格の低下といった外部環境がわが国の景気を下押し

するリスクも懸念されております。

当社グループの市場環境は引き続き競争激化の状況にありますが、新た

な成長を見据え独自の付加価値強化による収益性の向上及びアジアを中心

とした成長市場への進出によりグローバルビジネスの拡大を図っておりま

す。

具体的には、システムセグメントでは、主要商品である商品監視システ

ムや入退室管理システムの付加価値強化、ＲＦＩＤシステム、リテールソ

リューション、クラウド型無線ＬＡＮ等の新たな市場開拓、またTakachiho 

Fire ,Security & Services(Thailand)Ltd.が従来からタイにおいて展開

していた防火システム事業を、Guardfire社の買収によりＡＳＥＡＮ諸国全

体に広げ、高度防火システム事業をグループ事業の柱の一つとして確立さ

せるなど、グローバル事業拡大を図ってまいりました。他方、デバイスセ

グメントでは、電子事業においては主に通信関係の新商材の拡販や各種半

導体を使用した基盤設計の提案を強化し、また産機事業では海外ＡＴＭ向

け電子錠の拡販や新たに米国に機構部品の販路を拡大するなどの戦略を展

開し、グローバル市場での拡販に注力してまいりました。

このような状況の中、当連結会計年度の経営成績は、Guardfire社の損益

計算書を新たに連結したことに加え、システムセグメントの販売回復など

により、売上高は前期比6.3％増の199億86百万円となりました。

損益につきましては、円安などによる商品調達コストの増加や競争の激

化による販売価格の低下により売上総利益率が低下し、営業利益は前期比

36.5％減の４億36百万円となりました。経常利益は為替差損75百万円が発

生したことなどから前期比52.5％減の４億10百万円となりました。親会社

株主に帰属する当期純利益は、法人税、住民税及び事業税が、資産譲渡に

より低く抑えられた前年と比べ82.5％減の１億３百万円となりました。
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。

[売上高の内訳]

セグメント区分／商品類 当期売上高
（百万円）

構 成 比
（％）

前期比増減額
（百万円）

前期比増減率
（％）

システム

セ キ ュ リ テ ィ 6,994 35.0 1,427 25.6

その他ソリューション 1,658 8.3 174 11.7

カストマ・サービス 2,531 12.7 214 9.2

計 11,184 56.0 1,816 19.4

デバイス
電 子 3,448 17.2 △264 △7.1

産 機 5,353 26.8 △374 △6.5

計 8,802 44.0 △638 △6.8

合 計 19,986 100.0 1,177 6.3

（注）1.　記載の金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

2.　記載の百分比は、小数第２位を四捨五入して表示しております。

【システムセグメント】
システムセグメントの売上高は、前年同期比19.4％増の111億84百万円、

営業利益は売上総利益率の低下を売上高の増加でカバーし、前期比278.3％
増の83百万円となりました。
セキュリティ商品類では、当連結会計年度よりGuardfire社の損益計算書

を連結したことに加え、アパレル小売店やＧＭＳ（総合スーパーマーケッ
ト）向けＩＰカメラや、ホームセンター向け商品監視システムの販売が堅
調に推移したことなどから、売上高は前期比25.6％増の69億94百万円とな
りました。
その他ソリューション商品類は、ＲＦＩＤシステムの売上が大型案件の

後ろ倒しなどの影響により伸び悩む一方で、マイナンバー関係書類の発送
に向けたメーリング機器の大口案件を計上したことなどから、売上高は前
期比11.7％増の16億58百万円となりました。
カストマ・サービス商品類は、前述のセキュリティ商品類、その他ソリ

ューション商品類の販売増による設置料収入が増加したことなどから、売
上高は前期比9.2％増の25億31百万円となりました。

【デバイスセグメント】
デバイスセグメントの売上高は、前期比6.8％減の88億２百万円、営業利

益は円安や競争激化の影響を受けたことなどにより前期比47.0％減の３億
48百万円となりました。
電子商品類では、通信市場においてＩＰ－ＰＢＸ（構内交換機）向け半

導体の販売が拡大した反面、ゲーム機、遊技市場向け商品の販売が苦戦し
たことやパソコン需要の減少などにより、売上高は前期比7.1％減の34億48
百万円となりました。
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産機商品類では、日本メーカーの海外向けＡＴＭへのスライドレールや
電子錠、車載向けダンパーなどの機構部品の販売が堅調に推移したものの、
遊技市場縮小の影響を受けたことや大型案件先送りの影響などから、売上
高は前期比6.5％減の53億53百万円となりました。

※当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更し、「カストマ・サー
ビスセグメント」を「システムセグメント」に含めて表示しております。
これにより前連結会計年度の「システムセグメント」の売上高は23億17
百万円増加し、営業利益は２億47百万円増加しております。

2.　設備投資等の状況

　該当事項はありません。

3.　資金調達の状況

当社は、株式会社みずほ銀行と５億円のコミットメントライン契約を締
結しております。なお、当連結会計年度末において当該契約に基づく実行
残高はありません。

4.　対処すべき課題

当社グループは、新たな成長を見据え、売上総利益の増加と販売費及び
一般管理費の削減による損益分岐点の引き下げに加え、付加価値の強化に
よる既存事業と新規事業のビジネス拡大、及びグローバル事業を推進して
参りました。しかしながら、昨年の円安による調達コスト増や価格競争の
激化により売上総利益率が低下したことや原油価格下落による東南アジア
における石油、ガスのプラント建設の延期、国内製造業の世界的シェアの
低下などの影響等により計画に比べ経常利益が大きく低下しました。

こうした状況の中、当社グループでは、平成28年５月11日に公表した中
期経営計画2016-2018「Challenge toward 2018 -Beyond Boundaries-」の
もと、新たな成長を実現するために次の課題に取り組んでまいります。

そのために対処すべき主な課題は、以下のとおりであります。

(1) 既存事業の収益拡大
(2) グローバルビジネスの拡大
(3) 新規ビジネスの創出
(4) 組織・人材強化
(5) グループ経営・事業強化

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りま
すようお願い申しあげます。

－ 5 －
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5.　財産及び損益の状況の推移

区 分
第62期

(平成25年３月期)
第63期

(平成26年３月期)
第64期

(平成27年３月期)
第65期

(平成28年３月期)

売 上 高 (百万円) 18,149 19,581 18,809 19,986

経 常 利 益 (百万円) 1,007 1,133 865 410

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 557 565 589 103

１株当たり当期純利益 (円) 56.92 57.76 60.13 10.79

総 資 産 (百万円) 18,599 19,297 19,839 18,253

純 資 産 (百万円) 13,867 14,343 14,947 13,844

（注）1.　１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除し

た株式数）により算出しております。

2.　各期の損益の状況は以下のとおりであります。

(1) 第62期は、電子商品類において大幅な減収となったものの、連結子会社の

販売貢献等によりシステムセグメントの各商品類及び産機商品類が好調

に推移し増収となりました。損益についても販売増にともなう売上総利

益の増加によって増益となりました。

(2) 第63期は、産機商品類とセキュリティ商品類、マイティカード株式会社の

販売貢献等により増収となりました。損益についても販売増にともなう

売上総利益の増加と販売費及び一般管理費の削減効果等によって増益と

なりました。

(3) 第64期は、デバイスセグメントが好調に推移しましたが、システムセグメ

ントにおいて、消費増税に伴う駆け込み需要の反動減が長引いたことなど

から、小売業の新規出店及び設備投資先送りの影響を受けたことにより減

収となりました。損益については減収の影響と円安による商品調達コス

トの増加により経常利益が減少しましたが、固定資産売却によって過年度

に計上した減損損失が税務上損金算入されたことで法人税等合計額が減

少し、増益となりました。

(4) 第65期は、前記「１．事業の経過及びその成果」に記載のとおりでありま

す。

－ 6 －
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6.　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議 決 権 比 率

主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社
S - C u b e

100百万円 100％
電子機器による盗難防止・防犯管理
システムの開発・製造及び販売

高千穂コムテック
株 式 会 社

80百万円 100％
メーリングシステムの輸出入、販売
及び保守

ＴＡＫＡＣＨＩＨＯ
Ｋ Ｏ Ｈ Ｅ Ｋ Ｉ
（Ｈ .Ｋ .）Ｌ Ｔ Ｄ .

715千香港ドル 100％
電子部品、機構部品及びセキュリテ
ィ機器の販売

提貿易（上海）
有 限 公 司

4,270千人民元 100％ 電子部品及び機構部品の販売

Ｔak a c h i h o F i r e ,
Security&Services
( T h a i l a n d ) L t d .

334百万タイバーツ 100％
セキュリティシステム、防災機器等
の輸入及び販売

マ イ テ ィ カ ー ド
株 式 会 社

398百万円 100％
ＲＦＩＤタグ及びその周辺機器等の
システム開発、販売

G u a r d f i r e  L i m i t e d 2 0百万タイバーツ 100％ 高度防火システムの設計、販売

Guardfire Singapore Pte. Ltd. 2,600千シンガポールドル 100％ 高度防火システムの設計、販売

 (注) 1.　提貿易（上海）有限公司は、TAKACHIHO KOHEKI(H.K.)LTD.の100％出資の

子会社であり、議決権比率は間接所有であります。

2.　Takachiho Fire,Security & Services(Thailand)Ltd.の議決権比率は、当

社子会社であるTK Thai Holdings Co.,Ltd.を通じた間接保有分を含めて

おります。

3.　Guardfire Limited.の議決権比率は、当社子会社であるTK Fire Fighting 

Co.,Ltd.を通じた間接保有分を含めております。

－ 7 －
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7.　主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

　当社グループは、当社と連結子会社10社、関連会社１社及び非連結子会
社２社の合計14社で構成され、エレクトロニクスを核とする先端技術商品
及び有力メーカーを広く海外に探求・開拓し、商品の輸出入及び販売、な
らびに据付・保守・システム設計・運用受託等のサービスの提供を主な内
容として、広範囲に事業活動を展開しております。
　当社グループの事業における商品類の位置付け及びセグメントと商品類
の関連は次のとおりであります。

＜システムセグメント＞
（セキュリティ商品類）
　商品監視・映像監視等のセキュリティに関するコンサルティングやシス
テム設計、及び商品監視システム・入退室管理システム・監視カメラ・監
視映像記録装置・セキュリティタグ等のセキュリティ機器及び入店カウン
ターなどの店舗管理機器の販売、システム全般の運用支援サービスなどを
行っており、ショッピングセンターなどの大型店舗からドラッグストアな
どの小型店舗に至る小売・流通業全般の幅広い顧客層に販売しております。
　また、高度防火システムの設計・構築及び機器の販売を、オフィスビル
や商業施設、ならびに発電エネルギー関連プラント、天然ガス・石油化学
工業プラントなどに向けて行っております。

（その他ソリューション商品類）
　上記商品類以外において、ネットワーク関連機器、ＩＣタグ応用のＲＦ
ＩＤ図書館システム、物流・在庫管理システム等のＲＦＩＤタグ及びその
周辺機器、郵送物の封入や宛名印字、仕分けなどを行うメールインサーテ
ィングシステム（封入封緘機）など、 新エレクトロニクス技術応用シス
テムのシステム設計・構築及び機器の販売等を行っております。

（カストマ・サービス商品類）
　システムセグメントで取扱う各商品類のシステム設計、納入設置・保守、
システム運用受託（アウトソーシング）、及び運用監視サービスを行って
います。
　また、迅速な対応によりＣＳ向上を図るため、24時間365日対応サービス
を用意し、全国300ヶ所のサービス拠点より提供しております。

＜デバイスセグメント＞
（電子商品類）
　アナログＩＣを中心とする各種半導体や、シリコンマイクなどのセンサ
ー、電子部品に関する販売及びコンサルティング（電子機器設計支援）を
行っております。産業用エレクトロニクス機器、ＩＰ－ＰＢＸ（構内交換
機）やスマートフォン等の情報通信機器など、広範な分野で使われており
ます。

（産機商品類）
　スライドレール・ガススプリング・昇降システムなど安全性、利便性、
快適性を向上する機構部品の販売及びコンサルティングを行っております。
主に金融機関やコンビニエンスストアなどのＡＴＭ等の開閉・引出・安全
機構（スライドレール・ガススプリング・キー）、システムキッチンの引
出・昇降機構（スライドレール・昇降システム）、コピー機の給紙機構（ス
ライドレール・ダンパー）などに使われております。

－ 8 －
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　セグメントと商品類との関連を表にすると、次のとおりであります。

セグメント 主な事業の内容 主な会社
システム

セキュリティ商品類

商品監視システム（万引き防止装置、セ
ンサーケーブル式警報機、セキュリティ
タグ等）、映像監視システム、入退室管
理システム、高度防火システム等の販
売、各種システム設計・構築

当社

㈱S-Cube

Takachiho
Fire,Security &

Services(Thailand）
Ltd.

Guardfire Limited

Guardfire 
Singapore Pte.Ltd.

その他ソリューション
商品類

ネットワーク関連機器、ＲＦＩＤ図書館
システム、物流・在庫管理システム等の
ＲＦＩＤタグ及びその周辺機器、メール
インサーティングシステム（封入封緘
機）等の販売、各種システム設計・構築

当社

マイティカード㈱

高千穂コムテック㈱

カストマ・サービス

商品類

システムセグメントの各商品類に関する
システム設計・設置及び保守・システム
運用受託（アウトソーシング）・運用監
視サービス

当社

高千穂コムテック㈱

デバイス

電子商品類
各種半導体（アナログＩＣなど）、セン
サー（シリコンマイクなど）、電子部品
の販売

当社

TAKACHIHO KOHEKI
(H.K.)LTD.

提貿易（上海）
有限公司

ジェイエムイー㈱

産機商品類
スライドレール、ガススプリング、キー、
ダンパー、昇降システム等の安全・省力
化機構部品等の販売

当社

TAKACHIHO KOHEKI
(H.K.)LTD.

提貿易（上海）
有限公司

（注）1.　ジェイエムイー株式会社は、持分法適用会社であります。
2.　商品・専門語等用語について
(1) セキュリティタグ：万引き防止装置が感知するための商品に取付けられる

特殊なタグ。
(2) ＲＦＩＤ図書館システム：ＩＣチップを蔵書に貼付け、貸出・返却業務の

迅速化・自動化、棚卸管理の効率化を実現するシステム。
(3) ＲＦＩＤタグ：商品情報を記憶した微小なＩＣチップとアンテナを組み込

んだ特殊なタグ。
(4) 封入封緘機：郵便物の選択・封入及び封緘業務の自動化機器。
(5) スライドレール：ボールベアリングを組み込んだ金属製のレールで、使う

ことにより小さい力で重量物の引出しやスムーズな引出しなどができる
もの。

(6) ガススプリング：窒素ガスを管に閉じ込め、ガスの反発力により小さい力
で重い扉の上下開閉ができるもの（例：自動車のハッチバックの開閉に使
用）。

(7) ダンパー：オイルの粘性抵抗を利用した緩衝機構で、引出し部開閉時の衝
撃吸収などに使用。

－ 9 －
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8.　主要な事業所（平成28年３月31日現在）
(1) 当社
①　本社　東京都新宿区
②　支店

大阪支店　　大阪府大阪市北区
名古屋支店　愛知県名古屋市中村区

③　営業所
札幌営業所　北海道札幌市中央区
九州営業所　福岡県福岡市博多区

(2) 株式会社S-Cube
本社　東京都千代田区

(3) マイティカード株式会社
本社　東京都千代田区

(4) 高千穂コムテック株式会社
本社　東京都新宿区

(5) Takachiho Fire,Security & Services(Thailand)Ltd.
本社　タイ バンコク

(6) TAKACHIHO KOHEKI(H.K.)LTD.
本社　中国 香港

(7) 提貿易（上海）有限公司
本社　中国 上海

(8) Guardfire Limited
本社　タイ バンコク

(9) Guardfire Singapore Pte.Ltd.
本社　シンガポール

(10)Takachiho America,Inc.
本社　米国 カリフォルニア州

9.　従業員の状況（平成28年３月31日現在）

(1) 企業集団の従業員の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 従業員数(名)

シ ス テ ム 354

デ バ イ ス 78

全 社 共 通 52

合 計 484

（注）従業員数は就業人員で、正社員・契約社員の人数であります。

(2) 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

222名 △6名 38.6歳 14.2年

（注）上記従業員数は、子会社等への出向者33名を含んでおりません。

10.　主要な借入先

借入残高はありません。

－ 10 －
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Ⅱ　会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）

1.　発行可能株式総数 36,000,000株

2.　発行済株式の総数 10,170,300株（うち自己株式633,857株)

3.　単元株式数 100株

4.　株　主　数 14,023名

5.　大　株　主

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 式 会 社 マ ー ス エ ン ジ ニ ア リ ン グ 804,000株 8.43

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） 466,400 4.89

セ コ ム 株 式 会 社 450,000 4.71

日 立 オ ー ト モ テ ィ ブ シ ス テ ム ズ 株 式 会 社 380,000 3.98

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 300,600 3.15

株 式 会 社 マ ー ス ト ー ケ ン ソ リ ュ ー シ ョ ン 265,000 2.77

高 千 穂 交 易 従 業 員 持 株 会 224,390 2.35

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 216,000 2.26

栃 本 京 子 200,000 2.09

ヒ ュ ー リ ッ ク 株 式 会 社 200,000 2.09

(注)1.当社は、自己株式633,857株を保有しておりますが、上記大株主から除いて

おります。また、持株比率は自己株式数を控除して算出し、小数第３位以

下を切捨てて表示しております。

2.上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信

託業務に係る株式数は、465,400株であります。

6.　その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 11 －
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Ⅲ　会社の新株予約権等に関する事項
1.　当事業年度末日における新株予約権の状況
(1) 新株予約権の数

203個
(2) 目的となる株式の種類及び数

普通株式　304,500株（新株予約権１個あたり1,500株）
(3) 取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計

回　次(行使価額) 行 使 期 間 個 数 保有者数

取締役(社外取締
役を除く。)

第９回(1,153円)
平成29年８月１日
～平成32年７月31日

７個 ２名

取締役(社外取締
役を除く。)

第８回(948円)
平成27年８月１日
～平成30年７月31日

３個 １名

取締役(社外取締
役を除く。)

第７回(903円)
平成25年８月１日
～平成28年７月31日

２９個 ３名

2.　当事業年度中に当社従業員に対し交付した新株予約権の状況
(1) 対象者の人数

当社従業員34名
(2) 発行した新株予約権の数

47個
(3) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

70,500株（新株予約権１個あたり1,500株）
(4) 新株予約権の発行価額

新株予約権の引換えに金銭の払込みを要しない。
(5) 新株予約権の行使価額

１個あたり1,729,500円（１株あたり1,153円）
(6) 新株予約権の行使期間

平成29年８月１日～平成32年７月31日
(7) その他新株予約権の行使条件
①各新株予約権の一部行使はできないこととする。
②新株予約権の第三者への譲渡、質入、その他一切の処分は認めないもの

とする。
③新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を承継し、行使する

ことができる。また、新株予約権者が当社の役員または従業員の地位を
有さなくなった場合にも新株予約権を行使することができる。ただし、
いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件により、行使可能な新
株予約権の数及び権利行使期間等について制限がなされ、または新株予
約権を当社に返還すべきこととなることがある。

④上記の他、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」
で定める。

3.　その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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Ⅳ　会社役員に関する事項

1.　取締役及び監査役の氏名等（平成28年３月31日現在）

氏 名 地 位 重 要 な 兼 職 の 状 況

戸 田 秀 雄 代表取締役社長

小 原 敬 一 取 締 役

平 山 英 樹 取 締 役

平 田 嘉 昭 取 締 役

植 松 昌 澄 取 締 役

和 佐 野 　 哲 男 取 締 役

野 中 隆 史 取 締 役
みずほ信託銀行株式会社 常任顧問
太平洋セメント株式会社 社外監査役

武 智 良 泰 常 勤 監 査 役

柴 崎 伸 雄 監 査 役
税理士
株式会社エイワ 社外監査役
手塚プロダクション株式会社 社外監査役

小 海 正 勝 監 査 役
弁護士
日本風力開発株式会社 社外監査役

石 原 良 一 監 査 役 公認会計士

（注）1.　取締役 和佐野哲男、野中隆史の両氏は社外取締役であります。
2.　監査役 柴崎伸雄、小海正勝、石原良一の各氏は、社外監査役であります。
3.　取締役 和佐野哲男、野中隆史及び監査役 柴崎伸雄、小海正勝、石原良一

の各氏は、当社の大株主、主要な取引先等の出身者には該当せず、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないため、独立役員として指定し、東京証
券取引所に届け出ております。

4.　取締役 野中隆史及び監査役 柴崎伸雄、小海正勝の各氏が兼職している他
の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。

5.　監査役 柴崎伸雄氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する
相当程度の知見を有するものであります。
監査役 石原良一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有するものであります。

6.　取締役 早野勉氏は、平成27年６月26日開催の第64回定時株主総会終結の時
をもって退任いたしました。

7.　当社は意思決定の迅速化及び業務執行体制の強化等を図るため、執行役員
制度を導入いたしております。

(1)当事業年度末における執行役員は次のとおりであります。
氏 名 地 位 担 当 業 務

戸 田 秀 雄 社長執行役員

小 原 敬 一 執 行 役 員 グループ事業推進室長

平 山 英 樹 執 行 役 員 システム事業本部長

平 田 嘉 昭 執 行 役 員 デバイス事業本部長

植 松 昌 澄 執 行 役 員 経営システム本部長

横 戸 憲 一 執 行 役 員 大阪支店長、支店担当

井 出 尊 信 執 行 役 員
システム事業本部ビジネスソリューション
事業部長

高 山 博 喜 執 行 役 員 マイティカード株式会社代表取締役社長

辰 己 一 道 執 行 役 員 株式会社Ｓ－Ｃｕｂｅ代表取締役社長

千 葉 芳 久 執 行 役 員 高千穂コムテック株式会社代表取締役社長
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(2)平成28年４月１日で、執行役員の体制を以下のとおり変更いたしました。
氏 名 地 位 担 当 業 務

戸 田 秀 雄 社長執行役員

小 原 敬 一 執 行 役 員 グループ事業推進室長

平 山 英 樹 執 行 役 員 システム事業本部長

平 田 嘉 昭 執 行 役 員 デバイス事業本部長

植 松 昌 澄 執 行 役 員 管理本部長

横 戸 憲 一 執 行 役 員 大阪支店長、支店担当

井 出 尊 信 執 行 役 員
システム事業本部ビジネスソリューション
事業部長

高 山 博 喜 執 行 役 員 マイティカード株式会社代表取締役社長

辰 己 一 道 執 行 役 員 株式会社Ｓ－Ｃｕｂｅ代表取締役社長

千 葉 芳 久 執 行 役 員 高千穂コムテック株式会社代表取締役社長

2.　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

区　分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（うち社外取締役）

８名
（３名）

111,484千円
（12,165千円）

監 査 役
（うち社外監査役）

４名
（３名）

33,000千円
（16,200千円）

合　計 12名 144,484千円

（注）1.　上記支給額には、平成25年７月19日及び平成27年７月17日開催の取締役会
の決議により、ストックオプションとして取締役５名に付与した新株予約
権484千円を含んでおります。

2.　上記支給額には、平成27年６月26日開催の第64回定時株主総会終結の時を
もって退任した取締役 早野勉氏への支給分を含めております。

3.　記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

3.　社外役員に関する事項
(1) 当事業年度における主な活動状況

氏 名 地 位 主な活動状況

和佐野 哲男 社外取締役
当事業年度開催の取締役会15回の全てに出席しており、経営
者としての豊富な経験と知見に基づき、議案・審議等につき、
必要な発言を適宜行っております。

野中 隆史 社外取締役
平成27年６月26日就任後開催の取締役会11回の全てに出席し
ており、経営者としての豊富な経験と知見に基づき、議案・
審議等につき、必要な発言を適宜行っております。

柴崎 伸雄 社外監査役
当事業年度開催の取締役会15回、監査役会17回の全てに出席
しており、税理士としての豊富な経験と知見に基づき、議案・
審議等につき、必要な発言を適宜行っております。

小海 正勝 社外監査役
当事業年度開催の取締役会15回、監査役会17回の全てに出席
しており、弁護士としての豊富な経験と知見に基づき、議案・
審議等につき、必要な発言を適宜行っております。

石原 良一 社外監査役
当事業年度開催の取締役会15回、監査役会17回の全てに出席
しており、公認会計士としての豊富な経験と知見に基づき、
議案・審議等につき、必要な発言を適宜行っております。

(2) 社外役員との責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外役員との間で会社法第427条第１項に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める額としております。
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Ⅴ　会計監査人の状況
1.　会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

2.　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
(1) 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

34,150千円
(注)当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実
質的にも区分できないため、上記金額にはこれらの合計額を記載し
ております。

(2) 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
34,150千円

(3) 監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由
監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関

する実務指針」を踏まえ、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移な
らびに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時
間及び報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等
につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

3.　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし
ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される
株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたしま
す。

4.　会計監査人が過去２年間に業務の停止の処分を受けた者である場合におけ
る当該処分に係る事項
金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分の内容の概要
(1) 処分対象

新日本有限責任監査法人
(2) 処分の内容
・業務改善命令（業務管理体制の改善）
・３ヶ月間の業務の一部の停止命令（契約の新規の締結に関する業務の停止）

（平成28年１月１日から同年３月31日まで）
(3) 処分理由
・他社の財務書類の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のあ
る財務書類を重大な虚偽のないものとして証明したため。

・運営が著しく不当と認められたため。

5.　子会社の監査の状況
当社の重要な子会社のうち、TAKACHIHO KOHEKI(H.K.)LTD.、提貿易（上

海）有限公司、Takachiho Fire,Security & Services(Thailand)Ltd.、
Guardfire Limited、Guardfire Singapore Pte.Ltd.は、当社の会計監査人
以外の監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を
含む。）の監査を受けております。

－ 15 －
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Ⅵ　会社の体制及び方針
1.　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制
① 当社取締役及び使用人は、「企業理念」「高千穂交易グループＣＳＲ憲

章」「高千穂交易グループ企業行動規範」のもと、法令順守はもとより
企業倫理の順守及び浸透を率先垂範して行う。

② 取締役会に社外取締役を加え、取締役の職務執行に関する監督機能を維
持・向上させる。

③ 「コンプライアンス規程」のもと、コンプライアンス担当役員を委員長
とする「コンプライアンス委員会」を設置するとともに、当社内にＣＳ
Ｒ推進部門を組織して教育・浸透策を実施し、高千穂交易グループ全体
のコンプライアンス体制を整備・推進する。

④ 内部通報制度として「ヘルプライン規程」を制定し、社外の弁護士等を
含む複数の窓口を設置する。

⑤ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体等に対し
ては、毅然とした態度で臨み、不当、不法な要求には一切応じない。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 「情報セキュリティ基本規程」「文書管理規程」を制定し、社長を委員

長とする「情報セキュリティ委員会」のもと、取締役の職務執行に係る
情報（電磁的記録を含む）を適切に保存・管理する。

② 保存する文書の種類及びその期間は「文書管理規程」で定める。
③ 取締役及び監査役は、いつでも、取締役の職務執行に係る情報を閲覧す

ることができる。
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 「危機管理規程」「情報セキュリティ基本規程」を制定し、それぞれ社

長を委員長とする委員会を設置・運用する。
② 取締役会は、企業価値を高め、企業活動の持続的発展を脅かすリスク

（不確実性）に対処すべく、高千穂交易グループの横断的なリスクマネ
ジメント体制を整備し、リスク予防と対策の専任部門を設置して運用す
る。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は、「取締役会規程」のもと、取締役会付議基準及び報告基準

を定めるほか、各取締役の職務分担及び権限と責任を明確にし、経営の
基本方針・重要課題や中期経営計画・経営戦略の策定及び進捗確認等を
行う。

② 執行役員制度を導入し、「執行役員規程」のもと、経営の意思決定・監
督機能と業務執行機能を分離して、取締役の職務の効率化を図る。

③ 期初に「中期経営計画」「年度経営方針」「年度予算」を策定し、方針
の徹底と進捗の確認を定期的に行う。

④ 内部監査部門は、定期的に内部監査を実施し、その結果を被監査部門に
フィードバックするとともに、経営層及び監査役会に報告する。

－ 16 －
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(5) 当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

① 「関係会社管理規程」にもとづき、子会社の重要事項については、当社

への報告または承認手続きを行う。また、子会社は、四半期毎に当社で

開催する会議において、事業計画の進捗状況を報告する。

② 「危機管理規程」にもとづき、当社社長を委員長とする委員会を設置・

運用する。

③ 子会社の取締役及び監査役を当社から派遣して、取締役は子会社の取締

役の職務執行を監視・監督し、監査役は子会社の取締役の業務執行状況

を監査する。

④ 「高千穂交易グループＣＳＲ憲章」「高千穂交易グループ企業行動規

範」「コンプライアンス規程」に基づいた事業運営を追求し、当社の諸

体制を規範に、各子会社の事情に対応した体制を整備する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合における当該使用人

に関する体制、及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役がその職務の執行に必要とした場合は、監査役の業務補助のた

め、取締役から独立した補助者を置く。

② 監査役補助者は、監査役の指揮命令に従って職務を行い、その人事・異

動・評価は、監査役と事前に協議する。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

① 監査役は取締役会に出席するほか、業務の執行状況を把握するため、執

行役員会、全社会議や部門別予実算分析会議などの重要な会議に出席

し、報告・説明を受ける。

② 取締役及び使用人は、会社の業務・業績に影響を与える重要な事項につ

いて報告する。

③ 取締役及び使用人が監査役に報告すべき事項については、重要会議への

出席及び重要書類の閲覧によるほか、監査役は、いつでも、必要に応じ

て取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

④ 監査役は、内部監査部門に内部監査情報を求めることができるほか、内

部監査報告書及び指摘事項等が回付されるとともに、内部監査報告会等

に出席し、報告・説明を受ける。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 代表取締役と監査役は、定期的に会合を持ち、経営課題等の意見交換を

する。

② 会計監査人と監査役は、定期的に会合を持ち、会計監査等の意見交換を

する。

－ 17 －
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＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞
当社は、取締役会で決議した上記「業務の適正を確保するための体制」

に沿って各種社内規程を整備し研修・勉強会等を通じてその周知・徹底を
図るとともに、各種委員会を開催し当該体制の整備・運用を進めておりま
す。また各種委員会の実施状況を定期的に取締役会に報告しております。

グループ会社につきましては、「関係会社管理規程」に基づき重要事項
の報告または承認手続を行うとともに定期的に事業計画の進捗状況を確認
する会議を開催しております。

また、環境・品質管理・情報セキュリティに関しては、当社が第三者認
定を取得しているＩＳＯの枠組を適切に運用しております。
当事業年度におきましては、グループ会社のリスクを一元的に管理し対

処するため、危機管理委員会及びコンプライアンス委員会を新たにグルー
プ全体に拡大して四半期に各１回ずつ開催するとともに、「高千穂交易グ
ループＣＳＲ憲章」「高千穂交易グループ企業行動規範」に関して、グル
ープ全社・当社全部門を対象とした遵守確認を行い、その結果をコンプラ
イアンス委員会で確認しました。また、反社会的勢力排除のための取組み
として、お取引先様との契約締結にあたり、反社会的勢力排除条項の原則
化を推進しました。
内部監査部門は、引続き当社ならびに国内外のグループ会社について、

定期的に内部監査を実施し、その結果を被監査部門及び経営層、監査役に
フィードバック報告しております。

2.　会社の支配に関する基本方針
当社は、平成19年11月６日開催の取締役会において、「当社株式の大規

模な買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入して以降、当社第57
回、第59回、第61回及び第63回定時株主総会における株主の皆様のご承認
を経て、これを運用してまいりましたが、上記対応策の有効期間が本総会
終結の時までとなっていることから、本総会第４号議案において、その継
続の可否を株主の皆様にお諮りしております。詳細は、末尾の株主総会参
考書類46ページ以下をご参照ください。

－ 18 －
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

14,992,126

5,758,965

5,863,144

500,000

2,218,578

109,342

133,183

421,147

△12,236

3,261,743

306,761

21,665

140,649

144,447

1,587,801

109,700

11,133

1,465,544

1,423

1,367,180

772,482

172,089

423,451

△843

（負　債　の　部）

流 動 負 債 3,693,134

支払手形及び買掛金 2,466,270

未 払 法 人 税 等 277,013

賞 与 引 当 金 244,806

役 員 賞 与 引 当 金 3,765

そ の 他 701,278

固 定 負 債 716,201

退職給付に係る負債 645,589

長 期 未 払 金 26,255

そ の 他 44,357

負 債 合 計 4,409,336

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 13,967,673

資 本 金 1,208,484

資 本 剰 余 金 1,169,270

利 益 剰 余 金 12,194,365

自 己 株 式 △604,446

その他の包括利益累計額 △140,338

その他有価証券評価差額金 158,717

為替換算調整勘定 △265,118

退職給付に係る
調 整 累 計 額

△33,937

新 株 予 約 権 17,197

非支配株主持分 0

純 資 産 合 計 13,844,533

資 産 合 計 18,253,869 負債及び純資産合計 18,253,869

－ 19 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売 上 高 19,986,804

売 上 原 価 15,013,447

売 上 総 利 益 4,973,357

販売費及び一般管理費 4,536,750

営 業 利 益 436,607

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 19,816

受 取 補 償 金 13,400

そ の 他 営 業 外 収 益 22,051 55,267

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,397

為 替 差 損 75,189

そ の 他 営 業 外 費 用 3,407 80,995

経 常 利 益 410,879

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 62,772

新 株 予 約 権 戻 入 益 675 63,447

特 別 損 失

減 損 損 失 25,835 25,835

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 448,491

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 355,806

法 人 税 等 調 整 額 △8,417 347,388

当 期 純 利 益 101,103

非支配株主に帰属する当期純損失 △2,131

親会社株主に帰属する当期純利益 103,235

－ 20 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,207,017 1,169,600 12,405,403 △298,367 14,483,653

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,467 1,467 2,934

連結子会社の決算期変
更 に 伴 う 増 減

△82,079 △82,079

剰余金の配当 △232,193 △232,193

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

103,235 103,235

自己株式の取得 △311,800 △311,800

自己株式の処分 362 5,721 6,084

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

△2,158 △2,158

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

－

当期変動額合計 1,467 △329 △211,037 △306,078 △515,979

当 期 末 残 高 1,208,484 1,169,270 12,194,365 △604,446 13,967,673

（単位：千円）

その他の包括利益累計額
新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整
勘 定

退職給付に係
る調整累計額

その他包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 293,734 92,778 9,765 396,278 15,985 51,593 14,947,511

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － 2,934

連結子会社の決算期変
更 に 伴 う 増 減

－ △82,079

剰余金の配当 － △232,193

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ 103,235

自己株式の取得 － △311,800

自己株式の処分 － 6,084

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

－ △2,158

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

△135,016△357,897 △43,703△536,617 1,212 △51,593 △586,998

当期変動額合計 △135,016△357,897 △43,703△536,617 1,212 △51,593△1,102,978

当 期 末 残 高 158,717 △265,118 △33,937△140,338 17,197 0 13,844,533

－ 21 －
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連結注記表

記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

1.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数　　　　…10社

連結子会社の名称　　　…株式会社S-Cube

高千穂コムテック株式会社

TAKACHIHO KOHEKI(H.K.)LTD.

提貿易(上海)有限公司

Takachiho Fire,Security &

Services(Thailand)Ltd.

マイティカード株式会社

Guardfire Limited

Guardfire Singapore Pte.Ltd.

TK Thai Holdings Co.,Ltd.

TK Fire Fighting Co.,Ltd.

② 非連結子会社の状況

非連結子会社の名称　　…TKTEC株式会社

Takachiho America,Inc.

　いずれも、小規模であり、重要な影響を及ぼしていないため、連結の範

囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法の適用会社の名称…ジェイエムイー株式会社

② 持分法を適用していない非連結子会社の名称

…TKTEC株式会社

Takachiho America,Inc.

　いずれも、小規模であり、重要な影響を及ぼしていないため、持分法の

適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、TAKACHIHO KOHEKI(H.K.)LTD.及び提貿易（上海）有
限公司の決算日は、12月31日であり、連結決算日との差は３ヶ月以内である
ため、当該連結子会社の決算日現在の計算書類を基礎として連結を行ってお
ります。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上
必要な調整を行っております。
　従来、決算日が12月31日であった、Guardfire Limited及びGuardfire 
Singapore Pte.Ltd.は、同日現在の計算書類を利用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、当連結会計年
度より決算日を３月31日に変更しております。この変更に伴う平成27年１月
１日から平成27年３月31日までの３ヶ月の損益については、利益剰余金の増
減として調整しております。
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(4) 会計方針に関する事項

① 資産の評価基準及び評価方法

(ｲ) 有価証券

a.満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。

b.その他有価証券

時価のあるもの　 …連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

を採用しております。（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価は、総平均法

により算定しております。）

時価のないもの　 …総平均法による原価法を採用しております。

(ﾛ) たな卸資産　　　 …主として移動平均法による原価法（貸借対照表

価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。

② 固定資産の減価償却の方法

(ｲ) 有形固定資産

(リース資産を除く)

…当社及び一部の連結子会社の工具、器具及び

備品は定額法、当社の建物、構築物及び車両

運搬具ならびに一部の連結子会社の有形固定

資産は定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用しております。なお、耐用年数は次

のとおりであります。

建物及び構築物　　　　10年～50年

工具、器具及び備品　　２年～20年

また平成19年３月31日以前に取得した有形固

定資産については、償却可能限度額まで償却

が終了した翌年から５年間で均等償却する方

法によっております。

(ﾛ) 無形固定資産　　 …定額法を採用しております。なお、償却年数に

ついては、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）、販売目的

ソフトウェアについては、見積有効年数（３年）

によっております。

(ﾊ) リース資産

所有権移転外

ファイナンス・

リース取引に

係るリース資

産

…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。
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③ 引当金の計上基準

(ｲ) 貸倒引当金　　　　…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収の可能性

を検討して計上しております。

(ﾛ) 賞与引当金　　　　…従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給

見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。

(ﾊ) 役員賞与引当金　　…役員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

…従業員の退職金支給に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付

見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によってお

ります。

数理計算上の差異については、主としてその

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による按分額を発生年度の翌連

結会計年度より費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果

を調整の上、純資産の部におけるその他の包括

利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上

しております。

また、執行役員の退職金の支払に備えるため、

執行役員の内規に基づく当連結会計年度の末日

における基準額を計上しております。

⑤ 外貨建ての資産または負債の本邦通貨への換算基準

…外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直

物為替相場により円貨換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社の

資産及び負債、ならびに収益及び費用は、決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。
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⑥ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

…当連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事契約については工事

進行基準を適用し、その他の工事契約について

は、工事完成基準を適用しております。

⑦ 消費税等の会計処理　 …消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっており、控除対象外消費税及び地方消費税

は、当連結会計年度の費用として処理しており

ます。

⑧ のれんの償却方法及び償却期間

…のれんの償却については、その効果の及ぶ期間

（５年～８年）にわたって均等償却しておりま

す。

(5) 重要な会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会

計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発

生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。ま

た、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する

連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。加

えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分へ

の表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項

(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)

に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将

来にわたって適用しております。

これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響は軽微であります。また、当連結会計年度末の資

本剰余金に与える影響は軽微であります。

2.　連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額… 841,382千円
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3.　連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,170,300株

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 117,809 12円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 114,383 12円00銭 平成27年９月30日 平成27年12月３日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結

会計年度となるもの

　平成28年６月28日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたしま

す。

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通
株式

利益
剰余金

114,437 12円00銭 平成28年３月31日 平成28年６月29日

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないも

のを除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 217,500株

4.　金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、商社活動を行うために必要な資金は手許資金で賄ってお

ります。資金運用については安全性の高い金融資産で運用しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程等に従い軽

減を図っております。為替の変動リスクについては、外国為替取扱要領に従

い実需取引に基づき為替予約を利用してヘッジしております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業に

関連する株式であります。市場価格の変動リスクについては、定期的に時価

や財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。満期保有目

的の債券は資金管理取扱要領に従い、格付の高い債券のみを対象としている

ため、信用リスクは僅少であります。

　支払手形及び買掛金は、短期間で決済されるものであります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。　　　　　　　　　　 (単位：千円)

連結貸借対照表
計上額(※)

時価(※) 差額

①現金及び預金 5,758,965 5,758,965 －

②受取手形及び売掛金 5,863,144 5,863,144 －

③有価証券及び投資有価証券

(ｲ)満期保有目的の債券 500,000 500,000 －

(ﾛ)その他有価証券 575,967 575,967 －

④支払手形及び買掛金 (2,466,270) (2,466,270) －

(※) 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。

(注)1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

③有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引

所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。譲渡性

預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。

④支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

2. 非上場株式等（連結貸借対照表計上額 196,515千円）は、市場価格がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、「③有価証券及び投資有価証券(ﾛ)そ

の他有価証券」には含めておりません。

5.　１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額……………… 1,449円95銭

(2) １株当たり当期純利益…………… 10円79銭
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6.　その他の注記

（減損損失に関する注記）

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

兵庫県洲本市由良町由良　他　２件 　遊休資産 　土地

当社グループは、原則として、事業用資産については事業の種類を基準と

してグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルー

ピングを行っております。

当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休資産のうち、回収

可能価額が帳簿価額を著しく下回っている資産グループについては、減損損

失25,835千円を認識しております。減損損失の内訳は全て土地であります。

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額を基

に算出しております。

－ 28 －
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貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

前 払 費 用

貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

無形固定資産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

その他無形固定資産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

会 員 権

敷 金 ・ 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資

10,296,361

3,694,977

493,285

308,689

3,139,941

500,000

1,430,980

266,277

300,000

82,791

79,421

△2

7,102,285

275,173

9,022

5,723

119,778

140,649

65,751

8,161

1,415

56,165

8

6,761,360

706,528

5,647,206

14,275

262,898

129,738

715

（負　債　の　部）

流 動 負 債 2,932,855

支 払 手 形 93,539

電 子 記 録 債 務 280,819

買 掛 金 1,643,488

未 払 金 215,249

未 払 法 人 税 等 179,000

前 受 金 317,547

賞 与 引 当 金 182,475

そ の 他 流 動 負 債 20,735

固 定 負 債 512,888

長 期 未 払 金 26,255

退 職 給 付 引 当 金 469,133

預 り 保 証 金 17,500

負 債 合 計 3,445,744

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 13,776,988

資 本 金 1,208,484

資 本 剰 余 金 1,171,429

資 本 準 備 金 1,170,938

その他資本剰余金 491

利 益 剰 余 金 12,001,520

利 益 準 備 金 198,875

その他利益剰余金 11,802,645

別 途 積 立 金 9,395,000

繰越利益剰余金 2,407,645

自 己 株 式 △604,446

評価・換算差額等 158,717

その他有価証券評価差額金 158,717

新 株 予 約 権 17,197

純 資 産 合 計 13,952,903

資 産 合 計 17,398,647 負債及び純資産合計 17,398,647
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損 益 計 算 書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売 上 高 14,702,371

売 上 原 価 11,378,938

売 上 総 利 益 3,323,432

販売費及び一般管理費 2,725,835

営 業 利 益 597,597

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 88,475

そ の 他 営 業 外 収 益 8,972 97,447

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,250

為 替 差 損 69,215

そ の 他 営 業 外 費 用 2,955 74,420

経 常 利 益 620,624

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 62,772

新 株 予 約 権 戻 入 益 675 63,447

特 別 損 失

減 損 損 失 25,835 25,835

税 引 前 当 期 純 利 益 658,236

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 227,894

法 人 税 等 調 整 額 20,209 248,103

当 期 純 利 益 410,133

－ 30 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本
剰　余　金

利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,207,017 1,169,471 128 198,875 9,395,000 2,229,706

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,467 1,467

剰余金の配当 △232,193

当 期 純 利 益 410,133

自己株式の取得

自己株式の処分 362

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当期変動額合計 1,467 1,467 362 － － 177,939

当 期 末 残 高 1,208,484 1,170,938 491 198,875 9,395,000 2,407,645

（単位：千円）

株 主 資 本
評価・換算差

額等
新株予約権 純資産合計

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 △298,367 13,901,831 293,734 15,985 14,211,551

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 2,934 2,934

剰余金の配当 △232,193 △232,193

当 期 純 利 益 410,133 410,133

自己株式の取得 △311,800 △311,800 △311,800

自己株式の処分 5,721 6,084 6,084

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

－ △135,016 1,212 △133,804

当期変動額合計 △306,078 △124,843 △135,016 1,212 △258,647

当 期 末 残 高 △604,446 13,776,988 158,717 17,197 13,952,903

－ 31 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表

記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び

 関連会社株式

… 総平均法による原価法を採用しております。

② 満期保有目的の

 債券

… 償却原価法（定額法）を採用しております。

③ その他有価証券

時価のあるもの … 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法を採用

しております。（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、総平均法により算定

しております。）

時価のないもの …総平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価

基準及び評価方法

… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用し

ております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

建物、構築物及

び車両運搬具

… 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法を採用し

ております。なお、耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物　10年～50年

また平成19年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法によってお

ります。

工具、器具及び

備品

… 定額法を採用しております。なお、耐用年数は次

のとおりであります。

工具、器具及び備品　２年～20年

また平成19年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法によってお

ります。

－ 32 －

個別注記表
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② 無形固定資産　　 …定額法を採用しております。なお、償却年数につい

ては、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）、販売目的ソフトウェ

アについては、見積有効年数（３年）によっており

ます。

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　 …債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収の可能性を検討して計上

しております。

② 賞与引当金　　　 …従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込

額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金　 …従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。なお、退職給付債務の算定に

あたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる按分額を発生年度の翌事業年度より費用処理し

ております。

また、執行役員の退職金の支払に備えるため、執

行役員の内規に基づく当事業年度の末日における基

準額を計上しております。

(5) 完成工事高及び完成

工事原価の計上基準

…当事業年度末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事契約については工事進行基準

を適用し、その他の工事契約については、工事完

成基準を適用しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理…消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事

業年度の費用として処理しております。

－ 33 －

個別注記表



2016/05/27 18:26:30 / H5173828_高千穂交易株式会社_招集通知

2.　貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　… 642,492千円

(2) 保証債務

顧客への債務不履行に対する連帯保証

Takachiho Fire,Security & Services(Thailand)Ltd.　…

Guardfire Limited　　　　　　　　　　　　　　　　 …

111,599千円

402,941千円

Guardfire Singapore Pte.Ltd.　　　　　　　　　　　… 15,324千円

(3) 関係会社に対する金銭債権債務…短期金銭債権 733,324千円

…短期金銭債務 111,527千円

3.　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高　　　　　　…売上高 2,272,895千円

仕入高 319,890千円

営業取引以外の取引高 73,795千円

4.　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び数

普通株式 633,857株

5.　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 140,740千円

土地評価損 112,339千円

賞与引当金 54,742千円

有価証券評価損 41,621千円

商品評価損 12,991千円

長期未払金 7,876千円

その他 141,765千円

繰延税金資産小計 512,077千円

評価性引当額 △256,375千円

繰延税金資産合計 255,702千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 43,172千円

繰延税金負債合計 43,172千円

繰延税金資産の純額 212,529千円

－ 34 －
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6.　関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称
議決権の

所有（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
TAKACHIHO 
KOHEKI(H.K.
)LTD.

所有
直接100.00%

役 員 の 兼
任 、 半 導
体・機構部
品の販売

半導体・機
構部品の販
売(注)1

1,490,587 売掛金 149,464

子会社
高千穂コム
テック㈱

所有
直接100.00%

役 員 の 兼
任、メーリ
ング機器の
販売及び保
守

資金の貸付
(注)2

300,000 貸付金 300,000

子会社

Takachiho 
Fire,Securi
ty&Service
s(Thailand
)Ltd.

所有
直接58.86%
間接41.14%

役員の兼任
貸付金の回
収

752,881 貸付金 －

子会社
T K  T h a i  
Holdings 
Co.,Ltd

所有
直接48.79%
間接50.80%

子会社の株
式保有

貸付金の回
収

339,321 貸付金 －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 1. 価格その他取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、

価格交渉の上で決定しております。

2. 取引条件については、市場実勢を勘案して決定しております。

7.　１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額…………… 1,461円31銭

(2) １株当たり当期純利益………… 42円86銭

8.　その他の注記

（減損損失に関する注記）

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。

場所 用途 種類

兵庫県洲本市由良町由良　他　２件 　遊休資産 　土地

当社は、原則として、事業用資産については事業の種類を基準としてグル

ーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを

行っております。

当事業年度において、事業の用に供していない遊休資産のうち、回収可能

価額が帳簿価額を著しく下回っている資産グループについては、減損損失

25,835千円を認識しております。減損損失の内訳は全て土地であります。

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額を基

に算出しております。

－ 35 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年５月18日

高千穂交易株式会社
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 栄 司 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 千 葉 通 子 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、高千穂交易株式会社の平
成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、高千穂交易株式会社及び連結子会社からなる
企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　　上

－ 36 －
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年５月18日

高千穂交易株式会社
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 栄 司 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 千 葉 通 子 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、高千穂交易株式会
社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第65期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人
は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第65期事業年

度の取締役の職務の執行に関して、各監査役から監査の方法及び結果の報告を

受け、審議の結果、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社

から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運

用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意

見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本

方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議

の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認め

られません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３

号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共

同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成28年５月20日

高千穂交易株式会社　監査役会

常勤監査役 武 智 良 泰 

社外監査役 柴 崎 伸 雄 

社外監査役 小 海 正 勝 

社外監査役 石 原 良 一 

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案：剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと位置づけて

おり、剰余金の処分につきましては、安定配当の維持を基本としながら、

当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下の

とおりといたしたいと存じます。

1.　期末配当に関する事項

(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項

　当社普通株式１株につき金12円といたしたいと存じます。

　なお、この場合における配当総額は、114,437,316円となります。

(2) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年６月29日

2.　その他の剰余金の処分に関する事項

　該当事項はありません。

－ 40 －
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第２号議案：取締役７名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって、取締役７名全員が任期満了となりま

すので、社外取締役２名を含む取締役７名の選任をお願いするものであり

ます。取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

１

と

戸
だ

田
 

　
ひで

秀
お

雄

(昭和25年２月１日生)

昭和49年４月　当社入社

平成10年６月　当社取締役セキュリティ事業部

長

平成15年４月　当社常務取締役セキュリティ事

業本部長

平成16年４月　当社常務取締役システムソリュ

ーション事業本部長

平成17年６月　当社取締役　兼　常務執行役員

システムソリューション事業本

部長

平成18年４月　当社代表取締役社長　兼　社長

執行役員（現任）

63,520株

＜取締役候補者とした理由＞
平成10年６月に当社取締役、平成18年４月に当社代表取締役社長に就任し、当社に
おける豊富な業務経験と経営全般における知見を当社経営に活かし、当社グループ
の経営全般をリードしていることから、引き続き取締役候補者といたしておりま
す。

２

お

小
ばら

原
 

　
けい

敬
いち

一

(昭和25年８月26日生)

平成15年９月　当社入社

平成18年４月　当社常務執行役員システムソリ

ューション事業本部長　兼　カ

ストマサービス事業部長

平成19年６月　当社取締役　兼　常務執行役員

システムソリューション事業本

部長

平成22年４月　当社取締役　兼　執行役員新規

事業推進室長

平成23年４月　当社取締役　兼　執行役員営業

本部新規事業推進室長　兼　海

外事業推進室長

平成24年４月　当社取締役　兼　執行役員海外

事業推進室長

平成25年４月　当社取締役　兼　執行役員グル

ープ事業推進室長（現任）

25,000株

＜取締役候補者とした理由＞
平成19年６月に当社取締役に就任し、国内外における豊富な業務経験と経営全般に
おける知見を当社経営に活かし、当社グループの事業推進を担っていることから、
引き続き取締役候補者といたしております。
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候補者
番号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

３

ひら

平
やま

山
 

　
ひで

英
き

樹

(昭和40年６月10日生)

平成７年３月　当社入社

平成13年４月　当社経営企画室長

平成18年４月　当社ビジネスソリューション事

業部長

平成22年４月　当社執行役員営業本部システム

セグメント担当

平成24年４月　当社執行役員システム事業本部

長

平成24年６月　当社取締役　兼　執行役員シス

テム事業本部長（現任）

14,800株

＜取締役候補者とした理由＞
平成24年６月に当社取締役に就任し、当社における豊富な業務経験と経営全般にお
ける知見を当社経営に活かし、当社グループのシステム事業を統括していることか
ら、引き続き取締役候補者といたしております。

４

ひら

平
た

田
 

　
よし

嘉
あき

昭

(昭和43年４月23日生)

平成３年４月　当社入社

平成20年４月　当社産機事業部長

平成22年４月　当社執行役員産機事業部長

平成26年４月　当社執行役員デバイス事業本部

長

平成26年６月　当社取締役　兼　執行役員デバ

イス事業本部長（現任）

10,200株

＜取締役候補者とした理由＞
平成26年６月に当社取締役に就任し、当社における豊富な業務経験と経営全般にお
ける知見を当社経営に活かし、当社グループのデバイス事業を統括していることか
ら、引き続き取締役候補者といたしております。

５

うえ

植
まつ

松
 

　
まさ

昌
ずみ

澄

(昭和35年６月30日生)

昭和58年４月　株式会社富士銀行（現　株式会社

みずほ銀行）入行

平成17年５月　株式会社みずほフィナンシャル

グループ主計部参事役

平成21年４月　みずほ信託銀行株式会社主計部

長

平成24年５月　当社入社

平成25年４月　当社経営システム本部長

平成26年４月　当社執行役員経営システム本部

長

平成26年６月　当社取締役　兼　執行役員経営

システム本部長

平成28年４月　当社取締役　兼　執行役員管理

本部長（現任）

5,100株

＜取締役候補者とした理由＞
平成26年６月に当社取締役に就任し、財務・会計分野及びガバナンス全般における
豊富な業務経験と経営全般における知見を当社経営に活かし、当社グループの経営
管理を担っていることから、引き続き取締役候補者といたしております。
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候補者
番号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

６

わ

和
さ

佐
の

野
 

　
てつ

哲
お

男

(昭和22年５月３日生)

昭和45年４月　日本電信電話公社（現：日本電信

電話株式会社）入社

平成３年７月　日本電信電話株式会社　情報通

信研究所基本アーキテクチャ研

究部長

平成９年４月　同　理事情報通信研究所長

平成14年６月　株式会社ＮＴＴエムイー常務取

締役

平成17年６月　ＮＴＴアドバンステクノロジ株

式会社常勤監査役

平成18年４月　早稲田大学政治経済学術院客員

教授

平成21年６月　国立大学法人北陸先端科学技術

大学院大学特任教授

平成26年６月　当社社外取締役（現任）

700株

＜社外取締役候補者とした理由＞
平成26年６月に当社社外取締役に就任し、企業経営における豊富な経験で培われた
高い見識をもとに、客観的・専門的な視点から当社経営への助言や業務執行に対す
る監督を行っていることから、引き続き社外取締役候補者といたしております。

７

の

野
なか

中
 

　
たか

隆
し

史

(昭和27年２月17日生)

昭和50年４月　株式会社富士銀行（現：株式会社

みずほ銀行）入行

平成16年４月　株式会社みずほ銀行常務執行役

員

平成18年３月　同　常務取締役

平成19年４月　同　取締役副頭取

平成20年４月　みずほ信託銀行株式会社　顧問

平成20年６月　同　取締役社長

平成25年４月　同　取締役会長

平成27年４月　同　常任顧問（現任）

平成27年６月　当社社外取締役（現任）

平成27年６月　太平洋セメント株式会社　社外

監査役（現任）

200株

＜社外取締役候補者とした理由＞
平成27年６月に当社社外取締役に就任し、企業経営における豊富な経験で培われた
高い見識をもとに、客観的・専門的な視点から当社経営への助言や業務執行に対す
る監督を行っていることから、引き続き社外取締役候補者といたしております。

（注）1.　各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2.　和佐野哲男、野中隆史の両氏は、社外取締役候補者であり、東京証券取引

所に対し、独立役員として届け出ております。

3.　野中隆史氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はあ

りません。

4.　和佐野哲男氏の当社社外取締役としての在任期間は、本株主総会終了の時

をもって２年となります。

5.　野中隆史氏の当社社外取締役としての在任期間は、本株主総会終了の時を

もって１年となります。

－ 43 －

取締役選任議案



2016/05/27 18:26:30 / H5173828_高千穂交易株式会社_招集通知

6.　当社は、社外取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、定款第32条

において、社外取締役との間で、当社への損害賠償責任を限定する契約を

締結できる旨定めております。これに基づき、社外取締役候補者である　

和佐野哲男、野中隆史の両氏につきまして、当社との間で責任限定契約を

締結しております。

その契約内容の概要は以下のとおりであります。

　　当社と社外取締役との間で、会社法第427条第１項に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める額としております。

－ 44 －
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第３号議案：監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって監査役　柴崎伸雄氏が任期満了となりますので、

監査役１名の選任をお願いするものであります。

　本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

おお

大
つか

塚
 

　
やす

康
のり

徳

(昭和20年４月14日生)

昭和45年３月　当社入社

昭和47年12月　弁理士登録

昭和48年１月　高千穂バロース株式会社(現 日

本ユニシス株式会社）転籍

昭和49年３月　同社退社

昭和49年４月　大塚国際特許事務所開設　所長

（現任）

平成７年４月　日本弁理士会　日米特許実務委

員会委員長

平成９年４月　日本弁理士会　常議員

平成14年２月　日本ライセンス協会　理事

平成16年２月　日本ライセンス協会　副会長

平成23年１月　LES International Consumer 

Product 委員会 副委員長

0株

＜社外監査役候補者とした理由＞
昭和47年12月に弁理士登録され、昭和49年４月の大塚国際特許事務所開設以来、所長弁理
士としての豊富な経験で培われた高い見識をもとに、客観的な立場から当社の経営を監査
されることを期待して、社外監査役候補者といたしております。

（注）1.　候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2.　大塚康徳氏は、社外監査役候補者であり、東京証券取引所に対し、独立役

員として届け出る予定です。

3.　大塚康徳氏は、当社及び当社子会社の業務執行者（使用人）であったこと

があります。

4.　当社は、社外監査役が期待される役割を十分発揮できるよう、定款第43条

において、社外監査役との間で、当社への損害賠償責任を限定する契約を

締結できる旨定めております。これに基づき、社外監査役候補者である大

塚康徳氏につきまして、当社との間で責任限定契約を締結する予定であり

ます。

その契約内容の概要は以下のとおりであります。

　　当社と社外監査役との間で、会社法第427条第１項に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める額としております。
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第４号議案：当社株式の大規模な買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続

の件

　当社は、平成19年11月６日開催の当社取締役会において、特定株主グループ（文

末注１）の議決権割合（文末注２）を20％以上とすることを目的とする当社株式

等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる

当社株式等の買付行為（いずれも、あらかじめ当社取締役会が同意した者を除き

ます。以下、このような買付行為を「大規模買付行為」、大規模買付行為を行う

者を「大規模買付者」といいます。）への対応策（以下、「本プラン」といいま

す。）を導入して以降、当社第57回、第59回、第61回及び第63回定時株主総会に

おける株主の皆様のご承認を経て、これを運用してまいりましたが、本プランの

有効期間は、平成28年６月28日開催予定の当社第65回定時株主総会（以下、「本

定時株主総会」といいます。）の終結の時までとなっております。

　当社は、情勢の変化等も踏まえ、企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、

向上させるための取組みとして本プランについて更なる検討を進めてまいりまし

た。その結果、平成28年５月20日開催の当社取締役会において、本プランを継続

することを決定いたしました。つきましては、本プランの継続につき、ご承認を

お願いするものであります。

　なお、本プランの継続にあたり、一部文言の修正を行っておりますが、基本的

なスキームについての変更はございません。

１．当社における企業価値ひいては株主共同の利益向上に関する取組み

(1) 企業理念と経営の基本姿勢

　当社グループは、独立系技術商社として、創業以来『創造』を事業活動の

原点に据え、常に海外の先端技術・商品を広く探求・開拓し、日本の市場に

紹介してまいりました。また、創業から64年を通して、｢テクノロジーをとお

してお客様のご満足を高め、技能と人間性を磨いて世界に通用する信用を築

き、力を合わせて豊かな未来を拓き社会に貢献する｣という企業理念の実現に

努めてまいりました。

　このような企業理念に基づき、国内各業界の多くの有力企業をお客様とし、

海外の有力先端メーカーとの信頼関係、そして海外の先端技術・商品を扱う

人材・技術サポート・情報・先端技術探求ネットワーク網などの当社独自の

事業ノウハウと快活な先取り精神の社風を築き、持続的な成長により企業価

値を高めてまいりました。

(2) 当社が独立系商社であり続ける理由

　当社は、事業系列や他の資本系列に属さない独立系技術商社のメリットを

企業活力とし、成長の原動力としてまいりました。当社が海外の有力メーカ

ーと国内の有力顧客を結ぶことは、商社として当然の役割といえますが、独
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立が故に系列の制約から離れ、自らの企業理念に従い、市場ニーズを捉え、

迅速かつ闊達な先端商材・サービスの探求・調達ができ、ダイナミックな事

業活動を行ってまいりました。これらの独立系技術商社としての諸活動は、

市場及び仕入先、顧客から広く信頼・支持され、今日の当社が誇る事業資源

(取引先、人、もの、情報、技術など)を形成しており、将来に向けた成長の

力であります。

(3) 当社の事業開拓及びサプライヤー

　当社は事業開拓を得意とします。これは、当社の各事業のいずれも、先端

商材・技術をいち早く日本の市場に紹介・提供してまいりましたが、先端で

いち早いが故に、先駆者として常に、販売体制から顧客支援体制、そして技

術保守体制を自ら構築してまいりました。創業時の会計機や電子計算機をは

じめとして、今日の事業である商品監視システムやネットワークシステム及

びメーリングシステム、そしてデバイス事業など、多くの分野に亘り、特徴

ある経営手法を築いてまいりました。

　当社事業力の源泉は、独立系企業として、優れた人材と事業ノウハウを駆

使して迅速かつ闊達に先端技術商材を開拓できることと、その活動を支える

社風にあります。それ故に、今日までの厳しい事業環境を経て、当社が蓄積

してまいりました各事業分野に熟練した人材や情報・技術ノウハウなどを使

い、今後とも長期に亘り、海外の先端商材をいち早く市場に提供し続け、お

客様の事業競争に貢献できるものと考えております。

　加えて、当社は、調達先である海外の有力サプライヤーと日本市場を繋ぐ

役割を十分果たすとともに、技術商社である当社が長きに亘り築いてまいり

ました独自の技術サポート体制は、お客様が信頼して先端商品・技術を導入

していただける重要な評価要素であります。それ故に、有力サプライヤーは、

前述いたしました当社独自の事業体制の活用やパートナー関係の継続を期待

し、当社以外への契約継承や競業サプライヤー製品の取扱いの無い、強い取

引関係を長年継続し、現在のパートナー関係を築いております。

　この評価と信頼関係に裏打ちされた当社、そしてお客様、サプライヤーを

結ぶ共栄関係は、当社が業界で優位性ある事業活動を維持拡大できた要因で

あるとともに、将来に向けた持続的な貢献も要請されております。これから

も、より発展的な関係を構築することが、当社の企業価値向上に大きく貢献

するものと考えております。

(4) 中期的な企業価値ひいては株主共同の利益向上への取組み

　当社グループは、上述した事業体制を維持強化することが、独立系商社と

して当社が有する優位的経営手法であり、収益と成長の維持拡大に欠かせな

いこと、ひいては企業価値及び株主共同の利益の源泉と考えます。
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　現在、当社グループでは、新たな成長戦略の下、｢安全・安心・快適｣｢ビジ

ネスセキュリティ｣を事業コンセプトに、｢独自の付加価値の創出｣と｢グロー

バルビジネスの拡大｣を推し進めております。こうした取組みにより、強固な

収益基盤の構築と事業規模の拡大を図り、企業価値ひいては株主共同の利益

向上に邁進してまいります。

　また、当社グループは、企業市民として果たすべき｢ＣＳＲ(企業の社会的

責任)｣を強く認識し、責任ある誠実で透明な経営活動の継続的な実施を通し

て、あらゆるステークホルダーから信頼される経営を進め、企業価値の向上

に努めてまいります。

２．本プランの基本的な考え方

　当社は、経営支配権の異動を通じた企業活動・経済の活性化を否定するも

のではありません。当社は上場会社として、大規模買付行為が開始された場

合において、これを受け入れるかどうかは、原則として、当社株主の皆様の

判断に委ねられるべきものであると考えます。

　しかしながら、当社に対し、大規模買付行為又はこれに関する提案がなさ

れた場合には、当社株主の皆様は、当該大規模買付者の事業内容、事業計画、

さらには過去の投資行動等から、当該大規模買付行為又は提案の企業価値ひ

いては株主共同の利益への影響を慎重に判断する必要があると認識していま

す。そのためには、大規模買付者及び当社取締役会の双方から、当社株主の

皆様に必要かつ十分な情報・意見・提案などの提供と、それらを検討するた

めの必要かつ十分な時間が確保される必要があることに加え、株主の皆様を

はじめとするステークホルダーのために、当社取締役会による代替案が十分

に検討できる機会・時間を確保し、かつ必要に応じて大規模買付者と交渉を

行うことなどの当社取締役会の対応を可能とするため、一定の合理的・客観

的な仕組みが必要と考えています。

　当社取締役会は、このような基本的な考え方に立ち、以下のとおり、当社

株式の大規模買付行為に関するルール(以下、｢大規模買付ルール｣といいま

す。)を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵守を求めます。

そして、①大規模買付者がこの大規模買付ルールを遵守しない場合、②ある

いは遵守した場合でも、大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたら

すことが明らかであるときや、企業価値ひいては株主共同の利益を損なうと

きには、当社取締役会として一定の措置を講ずる方針です。

　なお、大規模買付行為の企業価値ひいては株主共同の利益への影響、なら

びに本プランに基づく対抗措置の発動について、当社取締役会の判断の透明

性、客観性、公正性及び合理性を担保するため、取締役会から独立した社外

取締役、社外監査役、社外有識者等で構成する独立委員会を設置しておりま

す。｢独立委員会規則の概要｣は別紙１をご参照ください。本プラン継続時の
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独立委員会委員候補者の氏名及び略歴は別紙２のとおりであります。

３．大規模買付ルールの設定

　当社取締役会は、大規模買付行為が、以下に定める大規模買付ルールに従って

行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考えます。この

大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者から当社取締役会に対して必要か

つ十分な情報が提供され、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に

大規模買付行為を開始する、というものです。大規模買付ルールの流れは以下の

とおりです。

(1) 大規模買付者に対する情報提供の要請

　大規模買付者は、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断及び取締

役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報(以下、｢大規模買付情報｣

といいます。)を提供していただきます。その項目の一部は以下のとおりで

す。

① 大規模買付者及びそのグループ(共同保有者、特別関係者及び(ファンドの

場合は)各組合員その他の構成員を含みます。)の概要(具体的名称、資本構

成、財務内容、当該買付者等による買付等と同種の過去の取引の詳細、その

結果対象会社の企業価値に与えた影響等を含みます。)

② 大規模買付行為の目的及び内容(買付等の対価の価額・種類、買付等の時

期、関連する取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実行の可能性

等を含みます。)

③ 買付対価の算定根拠(算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用

いた数値情報及び買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシ

ナジーの内容(そのうち少数株主に対して分配されるシナジーの内容を含み

ます。)及びその算定根拠等を含みます。)及び買付資金の裏付け(買付等の

資金の提供者(実質的提供者を含みます。))

④ 大規模買付行為完了後に意図する当社グループの経営方針及び事業計画

⑤ 大規模買付行為完了後に意図する当社グループのお客様、サプライヤー、

地域社会、従業員その他の当社グループに係る利害関係者に関する方針

⑥ 大規模買付者が当社グループの事業と同種の事業を営んでいる場合、独占

禁止法や海外競争法に照らした大規模買付行為の適法性についての考え方

⑦ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報

　大規模買付情報の具体的内容は、大規模買付行為の内容によって異なるこ

ともあり得るため、大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、

まず当社取締役会宛に、大規模買付ルールに従う旨の｢意向表明書｣(当社所定

書式により日本語を正本とします。)をご提出いただくこととします。意向

表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内

連絡先及び提案する大規模買付行為の概要を明示していただくとともに、大
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規模買付ルールに従っていただく旨の誓約を記載していただきます。

　当社取締役会は、この意向表明書の受領後10営業日以内に、大規模買付者

から当初提供していただくべき大規模買付情報のリストを大規模買付者に交

付します。しかしながら、当初提供していただいた情報だけでは大規模買付

情報として不足していると考えられる場合、必要かつ十分な大規模買付情報

が揃うまで追加的に情報提供をしていただくことがあります。

　なお、大規模買付行為の提案があった事実及び当社取締役会に提供された

大規模買付情報は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる

場合には、適切と判断する時点で、その全部又は一部を開示します。

(2) 取締役会による評価・検討

　当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付情

報の提供が完了した後、

① 対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合

には60日間

② 上記以外の大規模買付行為の場合には90日間

を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期

間(以下、｢取締役会評価期間｣(いずれも初日不算入)といいます。)として与

えられるべきものと考えます。ただし、当社取締役会は、取締役会評価期間

の延長が必要なときは、 大30日間の延長ができるものとします。その場合、

延長期間及び当該延長期間が必要な具体的理由を大規模買付者等に通知する

とともに、株主の皆様に開示いたします。

従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるこ

ととなります。取締役会評価期間中、当社取締役会は独立委員会に諮問し、

かつ外部専門家等の助言を受けながら、提供された大規模買付情報を十分に

評価・検討し、独立委員会の勧告を 大限尊重した上で、取締役会としての

意見をとりまとめ開示いたします。また、必要に応じ、大規模買付者との間

で大規模買付行為に関する条件改善について交渉したり、当社取締役会とし

て株主の皆様へ代替案を提示することもあります。

４．大規模買付行為がなされた場合の対応方針

　当社取締役会が、大規模買付行為の内容を評価・検討し、大規模買付者との協

議・交渉の結果、大規模買付行為が以下の要件のいずれかに該当し、一定の措置

をとることが相当であると判断した場合には、取締役会評価期間の開始又は終了

の如何を問わず、後記する新株予約権無償割当て等、会社法その他法令及び当社

定款が取締役会の権限として認める対抗措置をとることがあります。
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(1) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方

法の如何にかかわらず、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益

の保護を目的として、新株予約権無償割当て等、会社法その他の法令及び当

社定款が取締役会の権限として認める措置をとり、大規模買付行為に対抗す

ることがあります。対抗措置の発動は、外部専門家等の意見も参考にし、独

立委員会の勧告を 大限尊重し、当社取締役会がその時点で相当と認められ

るものを選択決定します。

　具体的対抗措置として｢新株予約権無償割当て｣を行う場合の概要は、原則

として別紙３記載のとおりとします。なお、新株予約権無償割当てを行う場

合には、対抗措置としての効果を勘案した行使期間及び行使条件を設けるこ

とがあります。

　なお、今回の大規模買付ルールの設定及びそのルールが遵守されなかった

場合の対抗措置は、企業価値ひいては株主共同の利益を保護するための相当

かつ適切な対応であると考えます。

　他方、このような対抗措置により、結果的に、大規模買付ルールを遵守し

ない大規模買付者に経済的損害を含む何らかの不利益を発生させる可能性が

あります。大規模買付ルールを無視して大規模買付行為を開始することのな

いように予め注意を喚起いたします。

(2) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

　大規模買付ルールは、当社の経営に影響力を持ち得る規模の当社株式の買

付行為について、企業価値ひいては株主共同の利益を保護するという観点か

ら、株主の皆様に、このような買付行為を受け入れるかどうかの判断のため

に必要な情報や、現に経営を担っている当社取締役会の評価意見を提供し、

さらには、代替案の提示を受ける機会を保証することを目的とするものです。

大規模買付ルールが遵守されている場合、仮に当社取締役会が大規模買付行

為に反対であったとしても、反対意見の表明、代替案の提示、株主の皆様へ

の説得等に止め、原則として、対抗措置はとらないこととします。

　しかしながら、例外的に、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守してい

ても、①大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすことが明らか

である場合、②企業価値ひいては株主共同の利益を損なう場合であると、外

部専門家等の意見も参考にし、独立委員会の勧告を 大限尊重した上で、当

社取締役会が判断したときには、４.(1)で述べた大規模買付行為を抑止する

ための措置をとることがあります。かかる対抗措置をとることを決定した場

合には、適時適切な開示を行います。具体的には、以下の類型に該当すると

認められる場合には、原則として、大規模買付行為が当社に回復しがたい損

害をもたらすことが明らかである場合や、企業価値ひいては株主共同の利益
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を損なう場合に該当するものと考えます。

① 次の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる行為等により企業価値ひいては株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすような買収行為を行う場合

(ｲ)株式を買い占め、その株式について会社側に対して高値で買取りを要求

　 する行為

(ﾛ)会社を一時的に支配して、会社の重要な事業や資産等を廉価に取得する

　 等会社の犠牲の下に買収者の利益を実現する経営を行うような行為

(ﾊ)会社の資産を買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資とし

　 て流用する行為

(ﾆ)会社経営を一時的に支配して会社の事業に当面関係していない高額資産

　 等を処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時

　 的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為

② 強圧的二段階買収( 初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設

定し、あるいは二段階目の買付条件を明確にしないで、公開買付け等の株式

買付けを行うことをいいます。)など株主に株式の売却を事実上強要するお

それがある買収行為を行う場合

③ 大規模買付者による支配権取得により、お客様・サプライヤー・従業員・

地域社会その他の利害関係者の利益が損なわれ、それによって長期的に企業

価値ひいては株主共同の利益が毀損される場合

④ 買付の条件(対価の価額・種類、買付けの時期、買付方法の適法性、買付

けの実現可能性、買付け後における当社のお客様・サプライヤー・従業員そ

の他の利害関係者の処遇方針等を含みます。)が当社の本源的価値に鑑み不

十分又は不適当な買付けである場合

(3) 独立委員会の設置

　本プランにおいて、大規模買付者に対して対抗措置をとるか否かの判断に

あたっては、その透明性、客観性、公正性及び合理性を担保するため、当社

は、取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置しております。独

立委員会の委員は３名以上とし、社外取締役、社外監査役、経営経験豊富な

企業経営者・弁護士・公認会計士・学識経験者など有識者を対象として選任

するものとします。なお、本プラン継続時の独立委員会委員候補者の氏名及

び略歴は別紙２のとおりであります。

　取締役会は、対抗措置発動の是非を決定するときは、独立委員会に対し諮

問し、独立委員会の勧告を受けるものとします。

　独立委員会は、当社取締役会から独立した組織とし、当社経営陣から独立

した第三者(財務アドバイザー・公認会計士・弁護士・コンサルタントなど)

から助言を受けたり、当社経営陣や従業員等から必要な情報について説明を

求めたりしながら、当社取締役会から諮問を受けた事項について審議・決議
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し、その決議の内容に基づいて、当社取締役会に対し勧告を行います。当社

取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断にあたっては、独立委員会の

勧告を 大限尊重するものといたします。

(4) 取締役会の決議

　当社取締役会は、独立委員会の勧告を 大限尊重するものとし、対抗措置

の発動に関する決議を行うものとしますが、独立委員会が株主意思の確認を

勧告した場合や対抗措置の発動に関して独立委員会の勧告に従うことが当社

取締役の善管注意義務に鑑みて疑問があると判断する場合など、当社取締役

会が本プランに基づく対抗措置を発動するか否かについて株主の皆様に判断

していただくべきと判断する場合には、株主の皆様の意思を確認するために、

実務的に可能な範囲で速やかに株主総会招集の決議をいたします。

　この場合、当社取締役会は、当該株主総会における決議の結果に従って、

対抗措置発動に関する決議を行うものといたします。なお、当社取締役会が

対抗措置発動に関する株主意思確認のための株主総会を招集することを決議

した場合においては、速やかに当該事実及びその理由を開示いたします。

(5) 対抗措置発動の停止等について

　上記(1)又は(2)において、当社取締役会が対抗措置を講ずる決定をした後、

当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行った場合など、対抗

措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、独立委員会の

助言、意見又は勧告を十分尊重した上で、対抗措置の発動の停止又は変更を

行うことがあります。

　例えば、対抗措置として新株予約権無償割当てを行う場合、当社取締役会

において、新株予約権無償割当てが決議され、又は新株予約権無償割当てが

行われた後においても、大規模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行

うなど対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、独

立委員会の勧告を受けた上で、新株予約権の効力発生日までの間は、新株予

約権無償割当て等の中止、又は新株予約権無償割当て後において、行使期間

開始日までの間は、無償取得の方法により対抗措置発動の停止を行うことが

できるものとします。

　このような対抗措置発動の停止を行う場合は、独立委員会が必要と認める

事項とともに速やかな情報開示を行います。

５．当社株主の皆様等に与える影響等

(1) 本プランの継続時に株主の皆様等に与える影響

　本プラン継続時点においては、株主の皆様等の権利・利益に直接具体的な

影響が生じることはありません。例えば、対抗措置等として想定する新株予
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約権無償割当て自体は行われません。

(2) 本プランによる対抗措置の発動により株主の皆様等に与える影響

　本プランによる対抗措置の発動によって、当社株主の皆様等(大規模買付者

を除きます。)が経済面や権利面で損失を被るような事態は想定しておりま

せんが、当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法

令及び証券取引所規則に従って、適時適切な開示を行います。

　例えば、当社取締役会が対抗措置として新株予約権無償割当てを決議した

場合には適時適切な開示を行います。この場合における新株予約権の無償割

当対象者及び新株予約権の行使に必要な手続きは以下のとおりです。

　なお、当社は、新株予約権無償割当ての基準日や新株予約権無償割当ての

効力発生後においても、例えば、大規模買付者が大規模買付行為を撤回した

等の事情により、新株予約権の行使期間開始日の前日までに、新株予約権無

償割当てを中止し、又は当社が新株予約権者に当社株式を交付することなく

無償にて新株予約権を取得することがあります。これらの場合には、１株あ

たりの価値の希釈化は生じませんので、１株あたりの株式の価値の希釈化が

生じることを前提にして売付等を行った投資家の皆様は、株価の変動により

相応の損害を被る可能性があります。

①新株予約権無償割当ての対象者

　当社取締役会が対抗措置を発動し、新株予約権の無償割当てを実施するこ

とを決議した場合には、当社は、本新株予約権の無償割当てに係る割当期日

を公告いたします。割当期日における当社の 終の株主名簿に記録された株

主の皆様に本新株予約権が無償にて割当てられ、本新株予約権の無償割当て

の効力発生日において、当然に新株予約権者となります。

②新株予約権の行使の手続き

　新株予約権者が新株予約権を行使して株式を取得するためには、所定の期

間内に申込みをしていただくとともに、一定の金額の払込みを完了していた

だく必要があります。これらの手続きの詳細につきましては、実際に新株予

約権無償割当てをすることとなった際に、法令及び証券取引所規則に基づき

別途お知らせいたします。ただし、大規模買付者及びその共同保有者ならび

にそれらの特別関係者等は行使できません。

６．本プランの有効期限及び廃止等

(1) 本プランの有効期限等

　本プランの有効期限は、平成30年６月開催予定の当社定時株主総会終結時

までとします。当社取締役会は、その時点において本プランを継続すること

が適当と決定した場合には、その旨を速やかにお知らせし、当該定時株主総
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会において、株主の皆様に継続の可否をお諮りすることとしております。

　なお、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益保護の観点から、

会社法及び金融商品取引法を含めた関係法令の整備・改正等を踏まえ、本プ

ランを随時見直していく所存です。

(2) 本プランの廃止等

　本プランはその有効期間中であっても、当社の株主総会又は取締役会で本

プランを廃止する旨の決議が行われた場合は、その時点で廃止されるものと

します。従って、本プランは株主の皆様のご意向によって、これを廃止させ

ることができます。また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であって

も、独立委員会の勧告を 大限尊重して、本プランを修正若しくは廃止する

場合があります。

７．本プランの客観的合理性

　本プランが、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地

位の維持を目的とするものではないこと及びその理由として、以下のことが言

えます。

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した｢企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針｣の定め

る三原則(企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意

思の原則、必要性・相当性確保の原則)を完全に充足しています。また、本プ

ランは、経済産業省の企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した｢近時の

諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方｣を勘案した内容となっており

ます。

(2) 株主共同の利益の確保・向上を目的としていること

　本プランは、前述２.｢本プランの基本的な考え方｣にて記載したとおり、当

社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株

主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な

情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等

を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、

向上させることを目的とするものです。

(3) 株主意思を重視するものであること

　本プランは、前述６.(1)｢本プランの有効期限等｣にて記載したとおり、当

社株主総会において承認可決の決議がなされることを条件として継続される

ものです。また、前述６.(2)｢本プランの廃止等｣にて記載したとおり、本プ
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ランの有効期限の満了前であっても、当社株主総会において本プランを廃止

する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることに

なり、その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご意向が反映される

こととなっております。

(4) 独立した委員会の判断の重視と情報開示

　当社は、本プランの採用にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、

株主の皆様のために大規模買付ルールの発動等の運用に際しての実質的な判

断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しております。

　独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、社外取締

役、社外監査役、経営経験豊富な企業経営者、弁護士、公認会計士等のいず

れかに該当する３名以上の委員により構成されます。

　当社株式に対して買付等がなされた場合には、前述４.「大規模買付行為が

なされた場合の対応方針」にて記載したとおり、独立委員会が、独立委員会

規則に従い、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀

損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を 大限尊

重して会社法上の機関としての決議を行うこととします。

　このように、独立委員会によって、当社取締役会が恣意的に大規模買付ル

ールの発動等の運用を行うことのないよう、厳しく監視するとともに、同委

員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益に適うように大規模買付ルールの透

明な運営が行われる仕組みが確保されています。

(5) 合理的な客観的発動要件の設定

　大規模買付ルールは、前述３.｢大規模買付ルールの設定｣にて記載したとお

り、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動さ

れないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止する

ための仕組みを確保しているものといえます。

(6) 第三者専門家の意見の取得

　前述４.｢大規模買付行為がなされた場合の対応方針｣にて記載したとおり、

大規模買付者が出現すると、独立委員会は、独立した第三者(財務アドバイザ

ー・公認会計士・弁護士・コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助

言を得ることができることとされています。これにより、独立委員会による

判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。
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(7) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、前述６.(2)｢本プランの廃止等｣にて記載したとおり、当社の

株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することがで

きるものとされており、当社の株式等を大量に買い付けた者が、当社株主総

会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プラン

を廃止することが可能です。

　従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半

数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策)ではありません。

　また、当社は取締役の期差任期制を採用していないため、本プランはスロ

ーハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の交替を一度に行うことができな

いため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策)でもありません。

注１：特定株主グループとは、①当社の株式等(金融商品取引法第27条の23第

１項に規定する株券等をいいます。)の保有者(同法第27条の23第１項

に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者を

含みます。)及びその共同保有者(同法第27条の23第５項に規定する共

同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含

みます。)、又は②当社の株式等(同法第27条の２第１項に規定する株

券等をいいます。)の買付け等(同法第27条の２第１項に規定する買付

け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。)

を行う者及びその特別関係者(同法第27条の２第７項に規定する特別

関係者をいいます。)を意味します。

注２：議決権割合とは、①特定株主グループが、注１の①の記載に該当する

場合は、当社の株式等の保有者の株式等保有割合(金融商品取引法第27

条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合におい

ては、当該保有者の共同保有者の保有株式等の数(同項に規定する保有

株券等の数をいいます。)も計算上考慮されるものとします。)、又は

②特定株主グループが、注１の②の記載に該当する場合は、当社の株

式等の買付け等を行う者及びその特別関係者の株式等所有割合(同法

第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。)の合計を

いいます。議決権割合の算出に当たっては、総議決権(同法第27条の２

第８項に規定するものをいいます。)及び発行済株式の総数(同法第27

条の23第４項に規定するものをいいます。)は、有価証券報告書、四半

期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを

参照することができるものとします。

以　　上
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＜別紙１＞

独立委員会規則の概要

1.　独立委員会の設置及び委員等

(1) 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。

(2) 独立委員会の委員は３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立

している、社外取締役、社外監査役、経営経験豊富な企業経営者・弁護士・

公認会計士・学識経験者などの有識者、いずれかに該当する者の中から、当

社取締役会が選任する。

(3) 独立委員会委員の任期は、平成30年６月開催予定の当社定時株主総会終結

の時までとする。

　なお、当該独立委員会委員がなお選任要件を満たす場合は、当社取締役会

は、所定の手続を経て、独立委員会委員として再任することができる。

2.　独立委員会の招集及び決議等

(1) 独立委員会の各委員は、買付等がなされた場合等、いつでも独立委員会を

招集することができ、互選で議長を決める。

(2) 独立委員会の決議は、原則として、独立委員全員が出席し、その全員一致

をもってこれを行う。ただし、独立委員に事故あるときその他やむを得ない

事由があるときは、独立委員の過半数の出席で足りるものとする。

3.　独立委員会の審議及び決定事項

　独立委員会は、次の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容

を、その理由を付して当社取締役会に対して勧告する。

(1) 本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施

(2) 本新株予約権の無償割当ての中止又は本新株予約権の無償取得

(3) その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会

に諮問した事項

(4) 上記に定めるところに加え、独立委員会は、次の各号に記載される事項を

行う。

① 当該買付等が本プランの発動の対象となるかどうかの判断

② 買付者等及び当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報及びその回答期

限の決定

③ 独立委員会検討期間の設定及び延長

④ 買付者等の買付等の内容の精査・検討

⑤ 当社取締役会への代替案提出の要求、当社取締役会作成の代替案の検討

⑥ 本プランの修正又は変更に係る事項

⑦ その他本プランにおいて、独立委員会が行うことができると定められた事項

⑧ 当社取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項

－ 58 －

買収防衛策継続議案



2016/05/27 18:26:30 / H5173828_高千穂交易株式会社_招集通知

4.　追加情報等の提供要請

(1) 独立委員会は、買付者等に対し、買付説明書の記載内容が本必要情報とし

て不十分であると判断した場合には、本必要情報を追加的に提出するよう求

める。

(2) 独立委員会は、買付者等から買付説明書及び独立委員会から追加提出を求

められた本必要情報が提出された場合、当社の取締役会に対しても、所定の

合理的な期間内に、買付者等の買付等の内容に対する意見及びその根拠資料、

代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要と認める情報、資料等を

提示するよう要求することができる。

5.　独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、執行役

員、従業員その他独立委員会が必要と認める者の出席を要求し、必要な事項に

関する説明を求めることができる。

6.　独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（財務アドバイザー・公認会

計士・弁護士・コンサルタントなど）の助言を得ること等ができる。

以　上
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＜別紙２＞

独立委員会委員候補の略歴

和佐野哲男（わさのてつお）昭和22年５月３日生

　昭和45年４月　日本電信電話公社（現：日本電信電話株式会社）入社

　平成３年７月　日本電信電話株式会社情報通信研究所基本アーキテクチャ

　　　　　　　　研究部長

　平成９年４月　同　理事情報通信研究所長

　平成14年６月　株式会社ＮＴＴエムイー常務取締役

　平成17年６月　ＮＴＴアドバンステクノロジ株式会社常勤監査役

　平成18年４月　早稲田大学政治経済学術院客員教授

　平成21年６月　国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学特任教授

　平成26年６月　当社社外取締役（現任）

（和佐野哲男氏は、本総会第２号議案における社外取締役候補者であります。）

小海正勝（こうみまさかつ）昭和16年３月２日生

　昭和40年４月　弁護士登録

　昭和43年４月　高田・小海法律事務所開設

　昭和62年４月　 高裁判所司法研修所教官

　平成12年６月　公益財団法人東京都予防医学協会監事（現任）

　平成15年６月　公益財団法人予防医学事業中央会監事（現任）

　平成16年４月　中央大学法科大学院特任教授

　平成18年６月　日本風力開発株式会社社外監査役（現任）

　平成19年６月　当社社外監査役（現任）

石原良一（いしはらりょういち）昭和19年７月21日生

　昭和43年４月　アーサーアンダーセン会計事務所入所

　昭和48年４月　監査法人榮光会計事務所(現：新日本有限責任監査法人)入所

　昭和50年10月　公認会計士登録

　昭和58年４月　監査法人榮光会計事務所(現：新日本有限責任監査法人)社員

　平成２年９月　センチュリー監査法人(現：新日本有限責任監査法人)代表社員

　平成10年６月　同法人理事

　平成14年６月　新日本監査法人(現：新日本有限責任監査法人)理事経理部担当

　平成16年６月　同法人経理部担当

　平成19年６月　同法人退職

　平成19年７月　当社社外監査役（現任）

以　上
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＜別紙３＞

新株予約権無償割当ての概要

1.　新株予約権無償割当ての対象となる株主及びその割当条件

　当社取締役会が別途定める割当期日における 終の株主名簿に記録された株

主に対し、その所有株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除きます）１

株につき１個の割合で新株予約権を無償で割当てます。

2.　新株予約権の目的となる株式の種類及び株式数

　新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当

たりの目的となる株式の数は１株とします。ただし、当社が株式分割又は株式

併合を行う場合は、所要の調整を行うものとします。

3.　割当てる新株予約権の総数及びその効力発生日

(1) 新株予約権の割当総数は、割当期日における当社の発行済株式総数を上限

として当社取締役会が定める数とします。

(2) 新株予約権の割当ての効力発生日は、当社取締役会で別途定めます。

4.　新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額

　新株予約権１個当たり１円以上とします。

5.　新株予約権の譲渡

　新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を必要とします。

6.　新株予約権の行使条件

　①大規模買付者、②その共同保有者、③前記①②の特別関係者等は新株予約

権を行使することができません。

7.　新株予約権の行使期間

　新株予約権無償割当て決議において、当社取締役会が別途定めた日を初日と

し、１カ月間以上３カ月間以内の範囲で、新株予約権無償割当て決議において、

当社取締役会が別途定めた期間とします。ただし、行使期間 終日が行使に際

して払い込まれる金銭の払込取扱い場所の休業日にあたるときは、その前営業

日を 終日とします。

8.　その他

　取得条項その他必要な事項については、当社取締役会が別途定めるものとし

ます。

以　上
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＜メ　　モ＞
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＜メ　　モ＞
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株主総会会場ご案内図

会　場　東京都千代田区紀尾井町４番１号

ホテルニューオータニ　ザ・メイン宴会場階　「鶴東の間」

ＴＥＬ （０３）３２６５－１１１１（代）

交　通　①東京メトロ有楽町線・半蔵門線・南北線『永田町』駅(７番出口)から徒歩５分

②東京メトロ丸の内線・銀座線『赤坂見附』駅(Ｄ:紀尾井町出口)から徒歩５分

③東京メトロ有楽町線『麹町』駅(２番出口)から徒歩６分

④東京メトロ丸の内線・南北線『四ツ谷』駅(１番出口)から徒歩12分

⑤ＪＲ総武線・中央線『四ツ谷』駅(赤坂口)から徒歩12分

⑥ＪＲ総武線・中央線『四ツ谷』駅(麹町口)から徒歩12分

高千穂
交易㈱

地下鉄四ツ谷駅

交番

１

２

Ｄ ７

聖イグナチオ教会

スクワール麴町

麴町口

JR四ツ谷駅

新宿通り

麴町31森ビル上智大学

紀尾井ホール

紀尾井町ビル

清水谷公園

入口

入口

ホテルニューオータニ迎賓館

外
堀
通
り

地下鉄赤坂見附駅

地下鉄永田町駅

地下鉄麴町駅

ザ・メイン

赤
坂
口

＜宴会場階＞
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ガーデン
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ガーデンコート

弁慶濠 弁慶橋

日本庭園

鶴東の間鶴東の間

＜ガーデンコート＞側周辺地図

ガーデン
タワー

＜宴会場階＞

ザ・メイン
鶴東の間鶴東の間

＜ザ・メイン＞側周辺地図

＜宴会場階＞

お願い

１．当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、お車でのご来場はご遠慮く

ださい。

２．お手荷物はクロークにお預けいただきますようお願い申しあげます。

地図




